様式２－１

令和７年　月　日
　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　
沖縄県知事　殿

　　　　　　　　　　　　　　申請者　郵便番号
住所又は所在地
　　　　　　　　　　　　　　　　　　商号又は名称　　　　　　　　　　　印

　　　　　　　　　　　　　　　　　　代表者職氏名
一般競争入札参加資格確認申請書

　令和７年度沖縄県議会会議録印刷請負契約に係る一般競争入札に参加を希望しますので、下記とおり関係書類を添えて申請します。
　なお、申請書及び添付書類の記載事項については、事実と相違ないことを誓約します。

記
１　一般競争入札参加資格確認

　　　申請書記載責任者名　○○○○
　　　電話番号○○○○　　
FAX番号○○○○
２　資格確認事項

(1) 　県が発注する物品の製造、買入れ、売払い等の競争入札に参加する者の資格に関する規程（昭和47年沖縄県告示第69号）に基づく競争入札参加者名簿に登録された者であること。
　   記入例：【登録されている。登録番号●-●-●】

　
(2) 　国（独立行政法人、公社及び公団を含む。）又は沖縄県若しくは沖縄県以外の地方公共団体と種類及び規模をほぼ同じくする契約を締結した実績を有し、これらのうち過去３箇年の間に履行期限が到来した契約を誠実に履行した実績を有する者であること。
　　 記入例：【該当する履行期限が到来した契約実績を有する。】
　
(3) 　沖縄県内に本社（本店）又は支店（営業所等）を有し、来庁による校正指示を受けることができること。
　　 記入例：【沖縄県○○市に本社を有し、来庁によるやりとりが可能。】
(4) 　校了後、８日以内（土曜日・日曜日・祝日を含まない）の納期となる印刷物の発注に対応することができること。
　記入例：【対応ができる。】

(5) 　地方自治法施行令（昭和22年政令第16号）第167条の４の規定に該当する者でないこと。
     記入例：【該当しない。】
※参考：地方自治法
第百六十七条の四　普通地方公共団体は、特別の理由がある場合を除くほか、一般競争入札に次の各号のいずれかに該当する者を参加させることができない。

一　当該入札に係る契約を締結する能力を有しない者

二　破産手続開始の決定を受けて復権を得ない者

三　暴力団員による不当な行為の防止等に関する法律（平成三年法律第七十七号）第三十二条第一項各号に掲げる者
(6) 　会社更生法（平成14年法律第154号）又は民事再生法（平成11年法律第225号）に基づき更生手続開始又は民事再生手続開始の申立てがなされている者でないこと。
 　  記入例：【該当しない。】
(7)  県税（事業税及び県民税）に関し滞納がない者であること。
 　   記入例：【沖縄県税の滞納がない。】

(8)　一般競争入札参加資格確認申請書提出の日から入札の日までにおいて、沖縄県の指名停止又は指名除外の措置を受けた者でないこと。
　   記入例：【該当しない。】

　(9)　入札に参加しようとする者の間に資本関係又は人的関係がないこと。
　　 記入例：【該当しない。】

